居宅介護支援事業所○○○
居宅介護支援
重要事項説明書

居宅介護支援（以下「サービス」といいます。）の提供にあたり、当事業所が説明すべき重要事項は以下のとおりです。名称の置き換えは文頭で行い、以降はその表現で統一すること。



１．事業の目的
株式会社○○○（以下「事業者」といいます。）が開設する居宅介護支援事業所○○○（以下「事業所」といいます。）が行う居宅介護支援事業（以下「事業」といいます。）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の介護支援専門員が要介護者の依頼を受けて、居宅サービス計画を作成するとともに居宅サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行う適切なサービスを提供することを目的とします。「運営規程」の内容と整合性をとってください。


２．運営の方針
①　事業の実施に当たっては、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう援助を行います。また、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、公正中立、総合的かつ効率的に適切な保健医療サービス及び福祉サービスが提供されるよう配慮します。
②　事業の実施に当たっては、市町村、地域包括支援センター、他の居宅介護支援事業者、介護保険施設等との連携に努めます。
③　事業の実施に当たっては、自らその提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図ります。

３．事業者の名称及び所在地
事業を行う事業者の名称及び所在地は，次のとおりです。
名　称　株式会社○○○○
所在地　松山市○○町○丁目○番地
代表者　代表取締役　○○　○○

４．事業所の名称及び所在地
事業を行う事業所の名称及び所在地は，次のとおりです。
名　称　居宅介護支援事業所○○○
所在地　松山市○○町○丁目○番地○

５．従業者の勤務体制
事業所に勤務する従業者の職種、員数及び職務内容は、次のとおりです。



管理者１名（常勤）
管理者は、事業所の従業者の管理及びサービスの利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行います。また、事業所の従業者に法令及びこの規程を遵守させるため必要な指揮命令を行います。各職種の職務内容は必ず記載してください。
人数を実数表記する場合は、職員体制が変わるごとに合わせて修正が必要です。


主任介護支援専門員　○名以上（うち１名は管理者と兼務）
　介護支援専門員　　　○名以上
　介護支援専門員は、サービスの提供に当たります。

　事務職員　○名以上
　事務職員は必要な事務を行います。

６．営業日及び営業時間
事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりです。「運営規程」の内容と整合性をとってください。

営業日　月曜日から金曜日
（ただし、祝日及び12月29日から１月３日までを除きます。）
営業時間　午前９時から午後５時
※電話等による連絡は24時間可能です。

７．サービスの提供方法及び内容
①　サービスの提供方法は、次のとおりです。
　・課題の分析について使用する課題分析の方法は、○○○○方式を用います。
・サービスの提供に当たっては、利用者の居宅又は事業所の相談室において、利用者及びその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいよう説明を行うとともに、相談に応じます。
②　サービスの内容は、次のとおりです。
・利用者による居宅サービスの選択に資するよう、当該地域における指定居宅サービス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を利用者及びその家族に提供すします。
・利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接し、課題分析により利用者が自立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を把握します。
・利用者及び家族の生活に対する意向、総合的な援助の方針、生活全般の解決すべき課題、提供されるサービスの目標及びその達成時期、サービスの種類、内容及び利用料並びにサービス提供する上での留意事項等を記載した居宅サービス計画の原案を作成します。（利用者は、複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めることができ、また居宅サービス計画原案に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を求めることができます。）
・サービス担当者会議の開催により、利用者の状況等に関する情報を担当者と共有するとともに、当該居宅サービス計画の原案の内容について、担当者から専門的な見地からの意見を求めます。
・居宅サービス計画の原案の内容について利用者及びその家族に対し説明し、文書により利用者の同意を得て、居宅サービス計画とします。
・当該居宅サービス計画に関し利用者の同意を得た上で、サービス事業者等との連絡調整その他の便宜を提供します。
・当該居宅サービス計画を利用者及び担当者に交付します。
・適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総合的かつ効率的に提供された場合においても、利用者が介護保険施設等への入所等を希望した場合は、介護保険施設等への紹介その他便宜を提供します。また、介護保険施設等から退所等を行う場合には居宅への移行が円滑に行われるよう連絡調整を行います。
・介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後においても、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行い、少なくとも１月に１回利用者の居宅を訪問し、居宅サービス計画の実施状況を把握（以下「モニタリング」といいます。）します。モニタリングの結果については、その都度記録します。
・利用者は、病院又は診療所に入院する必要が生じた場合は、担当介護支援専門員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えてください。

８．サービスの利用料その他の費用の額
①　サービスを提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるもの
とし、詳細は別紙「利用料金表」のとおりです。ただし、法定代理受領サービスであるときは、利用者負担はありません。
②　通常の事業の実施地域を越えて行うサービスに要した交通費は、次の額を徴収します。利用料金は別紙ではなく、ここに記載しても構いません。

※通常の事業の実施地域を越えた地点から、片道１キロメートルあたり○○円
③　サービスの提供に関する諸記録の謄写が必要になる場合は、次の額を徴収します。
　　　　※複写料　１枚　〇〇円
④　前項の費用の支払いを受ける場合には、あらかじめ利用者又はその家族に対して説明を行い、利用者の同意を得ます。
⑤　利用料とその他の費用の支払いを受けたときは、個別の費用ごとに区分して記載した領収書を交付します。
⑥　法定代理受領サービスに該当しない事業に係る利用料の支払いを受けた場合は、提供したサービスの内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載した指定居宅介護支援提供証明書を利用者に対して交付します。

９．通常の事業の実施地域
通常の事業の実施地域は、松山市（ただし、島嶼部を除きます。）、東温市、伊予市、「運営規程」の内容と整合性をとってください。

伊予郡松前町、伊予郡砥部町です。

１０．事故発生時の対応
①　事業者は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに市町村、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。
②　事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録します。
③　事業者は、利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。

１１．苦情に対する対応方法
①　事業者は、提供したサービスに係る利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するための窓口を設置し、下記に掲げる必要な措置を講じます。具体的に記載し、別紙「利用者からの苦情を処理するために講じる措置の概要」と整合性をとってください。


	苦情担当者
	

	苦情対応時間
	

	苦情対応の流れ
	


②　事業者は、前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内容等を記録します。
③　苦情・相談については、下記の行政等窓口でも受付けています。
	松山市指導監査課
	松山市二番町四丁目７番地２
受付：平日８時３０分～１７時１５分
電話：０８９－９４８－６９６８

	愛媛県国民健康保険団体連合会
	松山市高岡町１０１番地１
受付：平日８時３０分～１７時１５分
電話：０８９－９６８－８７００

	愛媛県福祉サービス運営
適正化委員会
	松山市持田町三丁目８番１５号
社会福祉法人　愛媛県社会福祉協議会内
受付：平日９時００分～１２時００分
　　　　　１３時００分～１６時３０分
電話：０８９－９９８－３４７７


　
１２．虐待の防止のための措置
①　事業者は、虐待の発生及び再発を防止するため下記に掲げる措置を講じます。
・虐待の防止に係る対策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用し
て行うことができるものとします。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に十分に周知します。
　　・虐待の防止のための指針を整備します。
・従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施します。
・前述に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置きます。
②　事業所は、サービス提供中に、従業者又は養護者（利用者の家族等利用者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかにこれを市町村に通報します。

１３．秘密保持等
①　利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省が作成した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守し適切な取扱いに努めます。
②　従業者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持します。
③　事業者は、従業者であった者に業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容とします。
④　事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意をあらかじめ文書により得ます。

１４．サービスの利用状況等について
　　事業所の居宅サービス計画の訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉
用具貸与の利用状況は次のとおりです。前期：
3月1日～8月末日
後期：
9月1日～2月末日


①　前６か月間（R○.○.1～R○.○.末日）に作成した居宅サービス計画における、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サービスの利用割合
	訪問介護
	○○％

	通所介護
	○○％

	地域密着型通所介護
	○○％

	福祉用具貸与
	○○％


②　前６か月間（R○.○.1～R○.○.末日）に作成した居宅サービス計画における訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サービスごとの、同一事業者によって提供されたものの割合
	[bookmark: _Hlk234933891]訪問介護
	Ａ事業所　〇％
	Ｂ事業所　〇％
	Ｃ事業所　〇％

	通所介護　
	Ｄ事業所　〇％
	Ｅ事業所　〇％
	Ｆ事業所　〇％

	地域密着型通所介護
	Ｇ事業所　〇％
	Ｈ事業所　〇％
	Ｉ事業所　〇％

	福祉用具貸与
	Ｊ事業所　〇％
	Ｋ事業所　〇％
	Ｌ事業所　〇％



１５．その他運営に関する重要事項
①　事業者は、従業者等の資質の向上を図るため、研修機関が実施する研修や事業所内の研修への参加の機会を計画的に確保します。
②　事業者は、サービスの提供に関する諸記録を整備し、その完結の日から５年間保存します。

令和　年　月　日

事業所におけるサービスの提供を開始するにあたり、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。
事業者名：
　　所在地：
　　事業所名：
　　説明者：
　
私は、本書面に基づき事業者からサービスについての重要な事項について説明を受け、その内容に同意しました。
　　利用者氏名：				　　　
　　代理人氏名：　					印　（続柄　　　　）


別紙　利用料金表
○居宅介護支援費（Ⅰ）あくまで作成例なので、事業所に合わせて作成してください。

	
	要介護１又は２
	要介護３～５

	取扱件数45件未満又は45件以上の場合において45件未満の部分
	10,860円/月
	14,110円/月

	取扱件数45件以上の場合において45件以上60件未満の部分
	5,440円/月
	7,040円/月

	取扱件数40件以上の場合において60件以上の部分
	3,260円/月
	4,220円/月



○加算加算（減算）名と加算（減算）額のみではなく、どのような時に算定されるものなのか、利用者が分かるように記載してください。

	
	加算要件
	加算額


	[bookmark: _Hlk172652341]初回加算
	・新規に居宅サービス計画を作成した場合。
・ 要支援者が要介護認定を受けて居宅サービス計画を作成した場合。
・要介護状態区分が2区分以上変更され、居宅サービス計画を作成した場合。
	3,000円/月

	介護職員等
処遇改善加算
	事業所が介護職員等の賃金改善等に取り組んでいて、所定の要件（月額賃金改善要件等）を満たす場合。
	所定単位数の2.1％を加算



○その他費用
	交通費
	通常の事業の実施地域を越えて行うサービスに要した交通費は、通常の事業の実施地域を越えた地点から公共交通機関を利用した実費を徴収します。
なお、自家用自動車を利用した場合の交通費は、次の額を徴収します。
通常の事業の実施地域を越えた地点から、片道１キロメートルあたり○○円

	複写料
	１枚〇〇円



